
「働きやすい職場づくり」の必要性

順位 理由 割合

１ 労働時間・環境が不満だった 26.7%

２ 給与が低かった 26.1%

３ 上司・経営者の仕事の仕方が不満 24.0%

４ 年収を上げたかった 23.1%

５ 会社の将来に不安を感じた 21.9%

（全年代，リクルート2024年1月調査）

従業員の健康保持・増進の取組が、将来的に収益性等を高める投資であるとの考えの下、
健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践すること

（経済産業省資料より）

都道府県 認定数

徳島県 １３３

香川県 １９１

愛媛県 １９８

高知県 １２２

健康経営認定企業数
（中小企業部門）
※日本健康会議による認定数

健康経営

転職理由 （帝国データバンク，2025年9月四国企業調査）企業の状況

人材確保のため、約半数が
福利厚生を充実させる予定

1

労働環境の充実が人材確保への喫緊の課題

資料No.２
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全国の健康経営企業(健康経営優良法人2025)は、一般企業に比べて離職率が半分

経済産業省資料「これからの健康経営について」を県加工

「働きやすい職場づくり」の必要性

大規模法人部門

中小企業含む全般
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徳島県における中小企業・小規模事業者への支援施策

国

• 事業場内で最も低い時間給を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投資等（機械設備の導入、人材育成・教育訓練や国家

資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・小規模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成。
• 国と県をあわせて実質負担なし！（設備投資が助成上限額を超える場合は、一部負担あり。）
• 県の「賃上げ応援サポート事業」においては、国の助成金の書類作成等に係る社会保険労務士への報酬費用の一部も補助。

業務改善助成金 賃上げ応援サポート事業（業務改善助成金の上乗せ助成）県

◼ 賃金引上げ、生産性向上に向けた支援

• 成長戦略を目的としたＭ＆Ａを促進するため、M&Aを実施した県内の小規模企業者に対し、応援金を交付
（応援金額：100万円～150万円）。

小規模企業者成長型Ｍ＆Ａ促進応援金

• 譲渡を希望する企業の掘り起こしからﾏｯﾁﾝｸﾞを支援するため、「M&Aﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ」への登録からﾏｯﾁﾝｸﾞを支援した
支援機関等に奨励金を交付（案件登録奨励金：奨励金額 5万円or10万円、案件ﾏｯﾁﾝｸﾞ奨励金：奨励金額 20万円）。

Ｍ＆Ａ促進奨励金

• Ｍ＆Ａをはじめとする事業承継を促進するため、事業承継に要する専門家の経費等の一部を補助
（補助上限額：30万、補助率：1/2） 。

事業承継支援費補助金

県

県

県

県 生産性向上・成長力強化支援事業

• 中小・小規模事業者の、生産性向上や成長力強化に資する設備投資等に要する経費の一部を補助
（補助額：10万～500万円、補助率：1/2）。

中小企業等経営者向け価格転嫁推進事業（徳島県中小企業診断士協会）

• 原材料費や労務費等の「原価管理診断」、必要に応じた交渉への同席など、専門家による価格交渉の総合的なサポートを実施。

県

◼ Ｍ＆Ａ、事業承継に向けた支援

◼ 価格転嫁に向けた支援

R7.11補正予算で追加

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/rodokankei/7242560/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/shokogyo/7302058/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/shokogyo/7303644/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/shokogyo/7303607/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/shokogyo/7301545/
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県

• 労働者の多様なニーズを踏まえた「魅力ある職場づくり」に向けた取組を推進し、人材の確保・定着につなげるため、
労働関係法令の基準を上回る制度を導入する場合などに、就業規則等の整備に要する経費を支援（最大20万円）。

魅力ある職場づくり支援補助金

県

• 「共働き・共育て」を推進するため、男性の育休取得促進をはじめ、男女ともに仕事と子育てが両立できる職場環境づくりに
取り組む県内中小企業等への奨励金を創設（最大50万円）。

「共働き・共育て」応援奨励金

県

• 「がん検診」を受けやすい環境の整備を促進するため、以下のいずれかの取組事項を、就業規則または社内規程に記載する
県内中小企業等への奨励金を創設（1従業員当たり5千円、最大25万円（50名相当分））。

職域がん検診受診体制整備奨励金

県

• 県内の中小企業等が従業員等の奨学金返還を支援する制度を導入する際の経費の一部を補助（最大50万円）。

企業等の奨学金返還支援制度導入促進費補助金

（補助対象事業となる制度の例）
✓ 出産・育児、介護との両立を支援するための制度導入・見直し（子の看護等休暇の見直し、育児や介護のためのテレワーク導入等）
✓ 柔軟な働き方を実現するための制度導入・見直し（「時間単位」の年次有給休暇取得制度や積立休暇制度の導入等）
✓ 健康経営を実現するための制度導入・見直し（年次有給休暇の計画的付与制度の導入、新たな特別休暇の導入等）

1. 男性の育休取得促進奨励金（育休取得者が、通算28日以上の育休を取得した場合に20万円を支給）

2. 代替人員確保奨励金（男性育休取得者の代替人員を新たに確保し、業務に従事させた場合に上限20万円／月を支給）

3. 同僚への応援手当奨励金（男性育休取得者の業務を代替する従業員に手当を支給した場合に上限10万円／月を支給）

4. 仕事と不妊治療の両立支援奨励金（不妊治療に係る休暇制度を就業規則等に規定し、従業員が利用した場合に5万円を支給）

1. がん検診を受診するための特別休暇または勤務扱いとする制度の新設
2. 従業員等ががん検診を受診する際の検査費用の一部負担
3. 定期健康診断の項目にがん検診の検査項目の追加

◼ いきいき働ける職場づくりに向けた支援

徳島県における中小企業・小規模事業者への支援施策

https://www.pref.tokushima.lg.jp/jigyoshanokata/sangyo/rodokankei/7306073/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kenko/kosodateshien/7304711/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kenko/kenko/7305269/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/sangyo/shushokushien/7304387/

